
警備業界における
人材の不足状況について

令和８年９月16日
一般社団法人 全国警備業協会

【第１回 警備業への外国人材の受入れに関する検討会資料】



１．人手不足の状況・受入れの必要性
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人手不足の状況・受入れの必要性

・有効求人倍率は、近年、常に全職業平均の５～６倍の水準で推移しており、人出不足が深刻化している。

出典：職業安定業務統計（厚生労働省）
警備業の有効求人倍率警備業の有効求人倍率
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・全警備員のうち、60歳以上は47.3%、65歳以上は34.8％、70歳以上は21.6%を占め、超高齢化が進んでいる。
※約半数が60歳以上、３人に一人が65歳以上、５人に一人が70歳以上
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人手不足の状況・受入れの必要性
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・平成28年から令和7年までの10年間で、警備員数は５万人以上増加しているが、30代、40代は合わせて約２万
人減少、反対に70歳以上は７万7,000人以上増加しており、若い人材の確保が急務となっている。

警備員の年齢別推移警備員の年齢別推移
出典：令和７年における警備業の概況（警察庁）

合計70歳～65～69歳60～64歳50～59歳40～49歳30～39歳～29歳

543,24451,96291,35586,160107,18787,55263,29155,737平成28年

552,40562,07592,81183,054108,18088,11762,41455,754平成29年

554,51773,70291,37379,365106,09289,12260,02654,837平成30年

570,72787,28189,46478,295108,53390,56659,54557,043令和元年

588,36499,95686,95077,383111,50391,52359,20261,847令和2年

589,938105,82083,39277,010113,63189,44858,71961,918令和3年

582,114111,90780,76075,593113,51185,39755,82459,122令和4年

584,868117,41179,32374,825116,05283,03654,49659,725令和5年

587,848122,91978,67674,435116,95880,60153,05561,204令和6年

596,985129,01278,49675,001118,00178,47952,96865,028令和7年

53,74177,050-12,859-11,15910,814-9,073-10,3239,291平成28年
-令和7年

人手不足の状況・受入れの必要性



２．人手不足の推測
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○ 警備人材の将来予測の推計方法
需要と供給で2通りずつの将来予測の推計方法を設定した。

詳細推計方法分類

令和12年までの警備業の売上高をGDP成長率を用いて推計
令和12年までの生産性（1人当たりの売上高）を過去トレンドから予測
令和12年までの売上高を生産性で除算し、警備員数を推計

警備業全体売上高からの推計

需要
令和5年の警備員数を警備業務別に整理
警備業務別に相関する予測データから成長率を整理し、令和12年までの警備員
数を推計

警備業務別の推計

年代別に、過去トレンドから近似曲線を作成
年代別に、近似曲線を用いて警備人材数を推計警備人材変化率からの推計

供給
年代別に、令和12年までの人口推計を整理
年代別に、令和12年までの警備人材率を過去トレンドから予測
年代別に、令和12年までの人口に警備人材率を掛けて警備員数を推計

警備人材率からの推計

出所：㈱日本総合研究所「警備人材の将来予測報告書」

人手不足の推測
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○ シナリオ整理
シナリオについては、需要と供給でそれぞれ2通りずつ設定した。

備考（シナリオの前提）変数シナリオ分類

警備需要全体の成長も低位になると想定
交通誘導警備/イベント警備については、他の警
備業務と分けて整理

売上高及び1号警備人材数の成長率に内閣
府の過去投影シナリオを使用
2号警備人材数の成長率に建設経済研究所
の過去投影シナリオを使用

経済成長が低位に推
移

需要
警備需要全体の成長も高位になると想定
上記同様、交通誘導警備/イベント警備につい
ては、他の警備業務と分けて整理

売上高及び1号警備人材数の成長率に内閣
府の成長移行シナリオを使用
2号警備人材数の成長率に建設経済研究所
の成長移行シナリオを使用

経済成長が高位に推
移

シニア人材の増加率が高位に推移する想定
警備業者が警備人材を確保するため、シニア人
材の活用をさらに推進することに起因

警備員数及び警備員人材率の変化率から将
来の警備員数を推計
各年代において、平成27年～令和5年にかけて
の変化率で、今後も変化すると仮定

70歳以上増加率が
高位に推移

供給
シニア人材の増加率が低位に推移する想定
警備業者が警備人材を確保するため、シニア人
材の活用を企図するものの、労働者市場に出回
るシニア人材の減少や採用競争の激化に起因

警備員数及び警備員人材率の変化率から将
来の警備員数を推計
70歳以上においては、令和2年～令和6年にか
けての変化率で、今後も変化すると仮定
その他の年代では、平成27年～令和6年にかけ
ての変化率で、今後も変化すると仮定

70歳以上増加率が
低位に推移

出所：㈱日本総合研究所「警備人材の将来予測報告書」

人手不足の推測



３．生産性向上、国内人材確保のための取組



⃝ 生産性向上のための取組
・警備ロボットやドローン、片側交互通行ロボット等の導入促進のほか、配置シフト管理や勤務時間の管理のシステム
化、法定教育のｅラーニング導入など、ＤＸ化を推進している。また、警察庁が令和７年12月に策定した「省力化
投資促進プラン―警備業―」に基づき、政府による生産性向上のための施策や優良事例等を、業界団体等を通じ
て事業者に幅広く周知することで、ＩＣＴ等の導入を促進し、時間外労働の抑制や配置人員の削減を推進する。

9

警備ロボット バーチャル警備システム

AI技術省力化機器

・AI警備システム（施設警備）
・AI警備システム（雑踏警備）
・AI交通誘導システム

・警備ロボット
・バーチャル警備システム、アバター受付
・警備ドローン
・空港保安検査、イベント等での入場検査機器
・交通誘導システム

交通誘導システム

生産性向上、国内人材確保のための取組
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ｅラーニングの活用ｅラーニングの活用 警察行政手続オンラインシステムの利用警察行政手続オンラインシステムの利用

新任教育
10時間分

教育時間警備員の区分

警備業務従事前に
20時間以上

新たに警備業務に従事
させようとする警備員
（新任教育）

年間10時間以上
現に警備業務に従事
させている警備員
（現任教育）

※警備員検定合格の有無等により時間数は異なる

現任教育
約6時間分

ｅラーニング化
教育を実施する者の業務負担が軽減されるほか、
全ての警備員に均一の教育を行うことができる。

官民協議体の設置官民協議体の設置

警備業法に基づく各種変更、服装、護身用具等の届出

・ 警備業界の諸課題の解決に向けて、警察庁と業界団体の
間で官民の協議体を開催し、継続的に業界における諸施策
の検討を深めたうえで、所要の措置を講じていく。
・ 半期に一回の定例会議や業界団体内での検討を踏まえた
臨時会議を開催し、協議を行っていく。

警察行政手続オンラインシステム

警察署へ届出に行く時間を省略でき、事務負担が軽減

上記時間数のうち

諸手続等の効率化

諸課題の検討

労務管理 給与計算 債権債務業務配置シフト管理 システム化 事務処理の大幅な
省力化につながる。等々勤務時間の管理

各種事務処理のシステム化による省力化

生産性向上、国内人材確保のための取組
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・中小事業者の省力化・生産性向上への取組を促進するため、中小企業基盤整備機構が運営する「省力化ナビ」
に警備業においても掲載し、取組事例やツール等を公開している。
※省力化ナビには、飲食業、建設業等12業種が公開されている。（2026年8月時点）

生産性向上、国内人材確保のための取組
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生産性向上、国内人材確保のための取組
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○ 国内人材確保のための取組（高齢者・女性等の就業促進）
業界団体において、「警備業 高齢者の活躍に向けたガイドライン」を策定し、職場環境の整備等同ガイドラインに基

づく取組により業界の高齢者雇用を推進している。また、平成29年に女性警備員の愛称を「警備なでしこ」と制定し、
女性警備員の採用者数増加、定着率向上、活躍推進に向けた認知度向上のためのシンボル的役割としている。近
年、警備の仕事では、女性の活躍する場がますます広がっており、女性警備員も増加傾向にある。

女性警備員募集チラシ高齢者の活躍に向けたガイドライン

生産性向上、国内人材確保のための取組
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○ 国内人材確保のための取組（業界団体による広報活動）

・警備業法が昭和47年11月1日に施行されたことにちなみ、業界団体が、11月1日を「警備の日」として制定し、社
会の安全・安心への関心が高まる中で役割がますます重要になっている警備業への理解と信頼を高めるため、毎年、
同日前後に全国的な広報活動を行っている。

・業界団体において作成した広報用動画を、令和７年４月からＳＮＳで配信し、100万回以上再生されたほか、令
和８年４月からは第２弾の広報用動画を配信している。また、まんが「警備業のひみつ」を制作し、全国の小学校
図書館等（約24,000箇所）及びハローワーク（約550箇所）へ寄贈して警備業のイメージアップを図っている。

「警備の日」チラシ 業界団体による広報活動

生産性向上、国内人材確保のための取組
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○ 国内人材確保のための取組（処遇改善）
・処遇改善に向けた方策として、最新の建築保全業務労務単価（国土交通省大臣官房官庁営繕部）を的確に
反映した積算を行うことを官公庁に求めるなど、警備業者が中長期的に警備員を育成・確保するための適正な利潤
を確保できるよう、適正な発注を働きかけている。

・業界団体と連携し、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（令和５年11月29日内閣官房、
公正取引委員会）の周知や、同指針に基づく取組の徹底やその状況の調査、改善策の検討等を行っているほか、
業界団体において、適正な警備料金が算出できるようにするための「警備料金の基礎知識」や、価格転嫁の際に活
用できるリーフレット等を作成し、警備業における労務費の適切な転嫁を推進している。

警備料金の基礎知識 各種リーフレット

生産性向上、国内人材確保のための取組
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○ 国内人材確保のための取組（安全衛生対策）
・労働環境においては、監視時に座哨を取り入れた警備体制の整備や、休憩スペース、トイレの確保等の職場環境の
改善を進めているほか、業界団体において「警備業界におけるカスタマーハラスメントに対する基本方針」を定め、警備
業者の従業員が安心して働ける職場環境の構築やカスタマーハラスメント撲滅に向けた取組みを推進している。

・厚生労働省が策定した「未熟練労働者の安全衛生教育マニュアル」を基に、令和５年に業界団体において作成した
「警備業における受傷事故防止対策マニュアル」等を活用して教育を行っている。また、業界団体では、加盟各社から
収集した重大労災事故情報を現場教育に活用できる資料として共有し、再発防止に努めているほか、労災事故の
実態調査を毎年取りまとめ、加盟各社等へ展開している。加えて、熱中症対策、転倒防止、リスクアセスメントの実施
等の普及に取り組んでいる。

警備業における受傷事故防止対策マニュアル
カスタマーハラスメント撲滅ポスター

生産性向上、国内人材確保のための取組
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○ 国内人材確保のための取組による成果
・女性・高齢者等の就業促進、業界団体による広報活動
70歳以上の警備員の比率は、平成28年の9.6％から令和７年には21.6％に増加（+77,050人）
※Ｐ４参照
女性警備員の比率についても平成28年の5.8％から令和７年には7.6％に増加（+13,857人）

合計
女性男性

年
比率人数比率人数

543,2445.8%31,44794.2%511,797平成28年
552,4056.0%33,16794.0%519,238平成29年
554,5176.1%34,06493.9%520,453平成30年
570,7276.5%36,97393.5%533,754令和元年
588,3646.7%39,53293.3%548,832令和2年
589,9386.7%39,81293.3%550,126令和3年
582,1146.8%39,37193.2%542,743令和4年
584,8687.0%40,97593.0%543,893令和5年
587,8487.3%43,07792.7%544,771令和6年
596,9857.6%45,30492.4%551,681令和7年

警備員の男女比推移警備員の男女比推移 出典：令和７年における警備業の概況（警察庁）

生産性向上、国内人材確保のための取組
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・処遇改善
令和７年度の賃金構造基本統計調査（厚生労働省発表）によると、警備員の平均賃金（月）は
平成28年の240,200円から令和７年の288,300円と10年間で約20％増加している。
・安全衛生対策
労働災害発生状況（厚生労働省発表）によると、警備業の労働災害件数は、令和６年の2,088件
から令和７年は2,360件と増加したものの、死亡者数は28人から24人に減少した。
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厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に作成

きまって支給する現金給与額（月）
（千円）

約20％ up

生産性向上、国内人材確保のための取組


